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 大道寺 信議員の質問 

 

 

○小関勝助議長 次に、順位９番、議席番号８番、

大道寺 信議員。 

  （８番大道寺 信議員登壇） 

○８番 大道寺 信議員 本定例会に当たり、通

告してあります少子高齢社会における行政運営

についての１点について質問をいたします。 

 まず第１点目は、日本創成会議の報告に対す

る見解はについてであります。 

 私は昨年６月の定例会で、国立社会保障・人

口問題研究所から発表された人口推計をもとに、

人口減少を見据えた市政運営、歳入の推測、行

政改革や事業の選択、近隣市町との連携で事業

のすみ分け等、人口減少社会への対応について

質問をいたしました。 

 今後の人口問題にかかわって、ことし５月に

は民間有識者らでつくる日本創成会議は、国立

社会保障・人口問題研究所が昨年公表した将来

推計人口をもとに、子供を産む中心の世代であ

る若年女性の数を試算し、2040年に2010年に比

べて半数以下となる自治体数は全体の49.8％、

896市区町村に上り、これらの自治体は運営が

難しくなるなり、将来消滅する可能性があると

の報告をいたしました。国立社会保障・人口問

題研究所から発表された人口推計に続いて、日

本の人口減少に警鐘を鳴らすものと言えます。 

 報告では、山形県内35市町村のうち８割の28

市町村が20歳から39歳の若年女性が５割以上減

少し、高齢化で社会保障の維持も困難になる消

滅可能性都市とされ、長井市は入ってはいない

ものの49.8％減の予測であり、同等の状況と言

えます。また、日本創成会議は、現状1.4人の

出生率を2025年に1.8人とすること、また、大

都市、特に東京への一極集中に歯どめをかける

ことなどを柱とした政策提言もあわせて発表い

たしました。 

 これらの報告を受けて、政府は人口減少問題

に一体となって取り組むための戦略本部を設置

する方向で検討しており、近くまとめる経済財

政の運営方針、骨太方針でも、50年後の人口を

１億人程度に維持する目標を掲げるとしていま

すが、出生率の目標を掲げることは出産を強制

することにもなりかねないなどの指摘もあり、

難しいものと言われています。 

 長井市においても婚活事業や子育て支援など

の施策を打っているわけですが、今回の創成会

議の報告についてどのような見解を持っておら

れるか、市長にお聞きをいたします。 

 次に、第２点目の出生率を引き上げるための

施策をどう考えるかについてお聞きをいたしま

す。 

 日本創成会議が提言してる中でも大きな戦略

の一つは、出生率を1.8人まで高めることとし

ていますが、子供の数を維持するには2.07人が

必要と言われています。厚生労働省が発表した

2014年の人口動態統計では、出生率は1.43人と

前年よりわずかに上昇したものの、出生数では

103万人弱で過去最少であり、人口の自然減は

23万8,000人余りで過去最大となり、結果とし

て人口減少の流れが加速したとされています。

出生率を上げるための施策は全国の自治体で婚

活事業や子育て支援に力を入れており、長井市

においても既に取り組んでいます。しかし、な

かなか効果が見えないのも実態であると思われ

ます。 

 これらのさまざまな取り組みに加え、日本創

成会議では、非正規社員の増加や年収の改善等、

雇用の問題を解決すべきとの指摘もありますが、

一自治体では難しいことは言うまでもありませ

ん。当然、国の施策と税制や雇用政策などを講

じることが重要であると考えますが、自治体と

してはどのような施策が考えられるかについて

市長にお聞きをいたします。 

 第３点目は、婚活事業の課題と今後の取り組
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みはについてお聞きをいたします。 

 現在取り組んでいる婚活事業については、サ

ポーターの皆さんに大変なご努力をいただいて

おり、敬意と感謝を申し上げます。しかし、な

かなか難しい事業であり、苦労しておられるの

が実態であると聞いております。未婚化、晩婚

化の要因は多岐にわたると思われますが、以前

からすれば出会いの場が少ないことが大きな要

因の一つであると考えます。そのため、出会い

の場の提供を中心に行っていることは間違いな

く、息の長い取り組みが必要であると思います。 

 私は先日、若い人が多い、若い人が参加する

会合に参加をして話をする機会がありましたが、

これからの人口減少社会は若い世代の問題であ

り、結婚もそのうちの一つと捉えて真剣に考え

てほしいとの話をいたしました。同時に、結婚

した人は未婚の友達を自分の、あるいは奥さん

の友達に紹介することもしてほしいとの話もし

ましたが、最近の事例として、友達の紹介で結

婚したということを聞くことも多いからであり

ますが、人口減少社会に歯どめをかけることは

若い世代の問題でもあるという意識啓蒙が重要

でないかと考えます。同時に、若い世代に婚活

事業にかかわってもらうことも重要であると考

えます。これまで取り組みしてきた経過におけ

る課題と今後の取り組みについて、副市長にお

聞きをいたします。 

 第４点目は、子ども・子育て支援新制度のメ

リット、課題は何かについてお聞きをいたしま

す。 

 平成27年４月から本格的に始動する子ども・

子育て支援新制度の概要と今後の取り組みにつ

いて、文教常任委員会協議会で説明を受けまし

た。子ども・子育て支援事業計画案は今後条例

案も含めて議会に提案される予定ですので、具

体的なものはその際に議論されることとなりま

すが、幾つか基本的なことについて質問いたし

ます。 

 最大の改正点は、これまでも課題としてきた

国の所管省庁によって個別施設に行われてきた

公的財政支援が一本化されること、認定こども

園の認定の簡素化、小規模、家庭的、事業所内

保育等地域型保育給付が創設されたこと等であ

り、保育行政としての支援が総合的に提供でき

ることにあると言えると思いますが、利用する

側、保護者等としてのメリットはどのようにな

るのか、わかりやすく示してほしいと思います。 

 また、課題としては、これまで実施をしてな

い病児・病後児保育はこれまでも議会でも質問、

質疑されたと思いますけれども、現時点でどの

ように考えておられるのか、また、学童保育に

ついては現実的には場所等の課題も含めてどの

ように考えておられるのか等も含めまして、今

後の検討課題について子育て支援課長にお聞き

をいたします。 

 第５点目は、認知症に対する取り組みは早期

発見が重要ではないかについてお聞きをいたし

ます。 

 今定例会に、認知症初期集中支援推進事業に

かかわる補正予算が提案されています。具体的

には、認知症の人やその家族に早期にかかわる

認知症初期集中支援チームを配置し、早期診断、

早期対応に向けた支援体制を構築することを目

的とするためとなっています。 

 最近、認知症と思われる人の行方不明者の増

加や、長年経過して身元が判明するなどのニュ

ースが報道され、社会問題となっています。そ

ういったことから今回の取り組みは重要であり、

介護する人の負担軽減の視点からも重要な事業

であると考えます。 

 私は、認知症にかかわる課題については平成

22年12月の一般質問でも質問しておりますが、

いかに早期に発見するか、どういう現象が出た

ら認知症なのか、それにどう対応するのか、ど

のようなところに相談したらよいか等を市民に

よく知っていただくことが重要ではないか、ま
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た、医学的見地の話ではなく、具体的な事例と

対応の仕方など、現場での話を示しながら市民

の認知症に対する理解を得る取り組みを通して

認知症患者の減少や介護負担軽減につなげてい

く必要があるのではないかとの内容でした。 

 今回の支援チームはそれらが網羅されてると

考えますが、重要なことは家族の気づきである

と思います。医学の発達により、投薬による治

療も進んでいると聞いていますので、いかに早

期に発見するかが重要であり、そのためには気

づきのポイントをいかに多くの市民に周知して

いくかなどの意識啓蒙を強化することが重要で

はないかと考えます。認知症になった人、疑わ

れる人のみではなく、誰しもが可能性があるこ

とを前提に、広く市民に周知することが必要で

はないかと考えます。福祉生活あんしん課長に

考えをお聞きをいたします。 

 第６点目は、企業等との連携が不可欠ではな

いかについてお聞きをいたします。 

 少子高齢社会に対する取り組みは、自治体だ

けでできるものではありません。特に結婚、出

産、育児等には雇用問題が大きく影響するとい

う有識者もおります。日本創成会議でも、企業

は就労している若者の結婚、出産、子育てに大

きな影響を与えており、少子化問題において企

業が重要な役割を担うことを踏まえ、積極的な

協力を得ることが重要であるとしています。一

方では、企業にとっても特に生産年齢人口の大

幅な減少は働き手の減少となり、生産活動の低

下を招くおそれがあると言われています。その

ため、育児休職制度の活用への理解や充実、子

育てにかかわる休暇取得への理解、非正規社員

の割合減少など、企業の理解と協力が不可欠で

はないかと考えます。また、既に婚活事業では

協力を得ていますが、引き続き連携が必要であ

ると考えます。さらに、今後の人手不足の懸念

も考えられ、高齢者雇用という点での取り組み

も重要であると考えます。既に65歳までの雇用

延長は希望があればしなければならないとなっ

ていますが、さらに延長、活用すべきとの指摘

もあり、理解と連携が必要であると考えます。 

 以上のことから、企業との連携は今後重要で

あると考えますが、市長の見解をお伺いいたし

ます。また、行政側の多岐の部署とのかかわり

があることから、日常的にかかわっている商工

振興課を窓口としていくべきと考えます。あわ

せて考えをお聞きいたします。 

 商工振興課長には、育児休業制度の実態や非

正規社員の割合、65歳までの雇用延長の実態等

について、わかる範囲でお聞きをいたします。 

 第７点目は、文教施設整備等は人口減少を念

頭に検討すべきについてお聞きをいたします。 

 老朽施設の整備については、今後検討を進め

るとされています。その施設は文教施設が多く

あると認識していますが、その検討に当たって

は、関係者による検討委員会が行われてきてお

り、所管である教育委員会は基本的に委員会の

検討内容を尊重するとしています。生涯プラザ

運動公園、あやめ公園（運動公園）の議論では、

そういった答弁がなされたと認識しています。

しかし、もちろん市民の要望は最大限尊重し、

実現に努力することは当然であると考えますが、

一方で、施設は20年、30年、40年と使っていく

ものであることから、先々の利用も踏まえてお

く必要があると考えます。まして人口減少社会、

少子高齢社会において利用者が大きく減ってい

くことが確実な中で、それを念頭に検討してい

くことが必要であると考えます。 

 各スポーツ人口は、私がやっていた時代から

すれば大きく減少したことは間違いなく、特に

子供たちの減少はもとより大人世代の減少は、

企業におけるスポーツクラブの減少から見れば

明らかであります。かつて盛んだった勤労者体

育祭、通称労体の参加者を比べれば明らかであ

り、今後もさらに減少することが見込まれるこ

とを考えれば、今後のスポーツ施設、あるいは
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文教施設のあり方はもっと議論、検討すべきと

考えます。教育長の見解をお聞きし、壇上から

の質問を終わります。ご清聴ありがとうござい

ました。（拍手） 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 大道寺議員のご質問にお答えい

たします。 

 大道寺議員からは少子高齢社会における行政

運営についてということで、私からは３点ほど

ご答弁申し上げます。 

 まず最初、日本創成会議の報告に対する見解

はとのご質問でございます。 

 日本創成会議については、やはり５月の、提

言そのものはもう少し前にされていたようなん

ですが、上旬に公表されましたストップ少子

化・地方元気戦略と題する提言は、将来的に消

滅する可能性がある都市を公表したことで大き

な反響を与えました。特に山形県では、消滅す

る可能性があるとされた自治体が28市町村、35

のうちの28ということで、７つの市と町が50％

未満ということだったんですが、これは大道寺

議員ご指摘のとおり、ほぼ50％ということです

から、私どもも同じだというふうに思っており

ます。全国では今813の市と23区があるわけで

す。それと928ですか、の町と村があって、合

計で1,741だと思いますが、そういう中で896と

いうことですから、本当に深刻だなと思ってま

す。この点については、実は国調が2010年にあ

って、その１年後ぐらいに数字が出されたわけ

ですけども、そのときでも特に私ども長井市の

場合は平成17年から22年までの５年間で4.3％

ぐらいの人口減だったんですが、周辺のいわゆ

る過疎地域については９％か10％ぐらいという

ことで、明らかに都市機能がないところはどん

どん減ってるというのは明らかだったなという

ふうに思ってまして、ただし、女性層というこ

とでの今回は提言だったので、そこが非常に私

としてはショッキングでございました。 

 この結果や消滅という言葉が与えるマイナス

の影響の大きさや人口推計の手法についての疑

問などから、各自治体からは容認できないとい

った話も出てるようでございます。しかし、日

本創成会議の提言で述べられている基本姿勢や

戦略の基本方針などは画期的な提言だと実は私

は思って、共感できるものだと思ってます。提

言で述べられております基本姿勢は、人口減少

を正確かつ冷静に容認すること、人口減少問題

への対応を先延ばししないこと、そして、若者

や女性が活躍できる社会をつくることだという

ことで、まさにこれからの地方自治体にとって

必要となる考え方と言えます。 

 大道寺議員もどういうふうにお考えになった

かですが、私は全部きれいに読んでるわけじゃ

ないんですが、特に地方の896の自治体で女性

が極端に減るというのは、一つ例を挙げて、四

国のある市の社会福祉法人が、実はそこの社会

福祉法人はいわゆる特老の待機者がないんだそ

うです。むしろ特老が定員あいてるんだそうで

す。それだけ、今私どもの65歳以上の高齢化率

ってどんどん上がってますが、これからも上が

るでしょう。でも、山形県でももう既に高齢者

率は上がるんですけど、高齢者数は横ばいか減

少の自治体が出てきてるんですね。そうすると、

社会福祉法人は首都圏のほうに進出してると。

首都圏の23区は高いですから、都下のほうに社

会福祉法人の特老をたくさん建ててるんだそう

ですね。そして、四国で若い女性を雇用して東

京に行かないかと言って、若い女性たちは行っ

たことないので行くということで、500名ぐら

い実は四国のほうから若い女性を送ってるんだ

という、これは「クローズアップ現代」です、

ＮＨＫの。こちらのほうで出てまして、えっと

思って、私は実はこれびっくりしました。 

 そういうことで、そういう論法かと。何で20

歳、30歳の女性が地方からいなくなるかという

と、お年寄りはこれから地方どんどん減ってく
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ると。ところが、団塊の世代の人たちがこれか

らどんどんどんどん介護を受けるようになって

特老に入ると。そうすると、都会に団塊の世代

の人たちたくさんいらっしゃいますんで、大変

な需要が出てくると。それで、東京とか首都圏

の女性ではなくて、地方から若い女性が集めら

れてその仕事につくといった構図を描いていら

っしゃるんですね。そこのところはちょっと私

は疑問だったんですが。 

 そこで、一方で増田さんの座長の会議の中で

提言としては、これから地方のほうには拠点都

市としてやっぱりきちっと国も集中的にそこに

投資して、1,741の自治体でどこにでも均一に

投資なんて、残念ながら国は応援しないよって

非常に冷たい方向になったわけですね。やっぱ

り増田さんのほうも、そこはやっぱりそういう

拠点都市に集中して都市機能を整備すべきだし、

同時に、大学とか専門学校とか、そういったと

ころへの分散、あと企業の分散ということなど

も求めていますし、それから高齢者、若者だけ

じゃなくて高齢者も地方都市にぜひ送るべきだ

みたいなことを書いてないんですか。書いてる

と思います。 

 ですから、そこの部分でいうと、やっぱり私

どもとしては、長井市は特に特老を含めた福祉

は非常に、東北の75の市の中では断トツに整備

されていると。１番、２番ぐらいですよね、整

備率からいえば、人口に対して。ですから、そ

ういった意味でいえば、福祉の雇用の部分が非

常に重要だろうと。ただし、いろいろ社会福祉

法人の皆様にお聞きすると、今でさえ集まらな

いそうです。特老とか介護の人を募集しても人

が集まらないというような状況ですので、これ

らの課題も含めていろいろ検討しなきゃいけな

いと。ぜひ第５次総合計画の中でさまざまな総

合政策を立てておりますので、議員からもご指

摘、ご指導いただきながら、ぜひ人口減少の中

でも、特に若い女性の世代が残れるような、そ

んな施策を考えていかなきゃいけないと思いま

す。 

 ２点目の出生率を引き上げるための施策をど

う考えるかということですが、第５次総合計画

を策定する過程において、定住人口増加策の基

本的な考え方として、振興審議会で次のように

審議されております。出生率を引き上げるため

には、影響の高い20代後半から40代の結婚、出

産、子育て世帯を主たる対象層とし、子育て支

援事業にとどまらず、転入人口を促進させ、転

出人口を抑制することが重要だと。いわゆる社

会減少を緩和して、それに伴う年少人口の増加

に資する施策を中心に行って、加えて定住促進

施策の情報発信を積極的に行う必要があるとい

うことで、第５次総合計画にそういった方針と

具体的な施策等々も計上といいますか、のせて

おり、実施計画にそれらを盛り込んでいるとこ

ろです。 

 転入人口の促進として、20代後半から40歳の

世代までを重点対象として転入促進策を講じ、

起業支援や、起業というのは業を起こす起業で

すね、それから既存企業の活動支援、企業誘致、

受注拡大など、就職者の市内定住促進に力を注

ぐ必要があると思ってます。まず居住の促進と

して、周辺市町へ通勤する子育て期の世帯、新

婚世帯の住宅取得、賃貸を支援し、転入人口を

増加させる。２点目が、土地利用宅地造成促進

ということで、宅地造成等で土地利用を促進さ

せ、周辺市への通勤者の居住地を確保し、転入

人口を増加させる。これは例えば優良住宅宅地

事業などが入るわけですね。先ほどの居住の促

進については、住宅新築・増改築補助事業、あ

と婚活支援事業だと思うんです。あと３点目は

働く場の創出支援ということで、産業振興によ

る雇用力の拡大により就職、転職による転入を

増加させるということで、具体的には今取り組

んでいる実践型地域雇用創造事業、企業立地促

進事業、あるいは企業誘致、受注拡大に関する
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ネットワーク形成事業、また、地域おこし協力

隊事業、そして観光地域づくりプラットホーム

事業など、多岐に取り組んでおります。 

 転出人口の抑制ということについては、20代

後半から40代の世代までを重点対象として転出

抑制策を講じ、生活環境の向上等により定住志

向を高めるまちづくりに力を注ぐ必要がありま

す。これは２点ありまして、まず１点目が生活

環境の向上と住宅の住みかえ、取得、賃貸を理

由に他市町村へ転出している住民が多数いらっ

しゃいます。これらを居住地選択で生活環境、

安全・安心住宅環境、居住環境、交通環境、医

療福祉環境を理由としてる方の転出を抑制する

ということで、具体的な施策としては災害に強

い地域づくり、中心市街地活性化事業など、あ

と市営バス運行事業、コンパクトなまちづくり

ということで対応していきたいと。２点目が子

育て環境や教育環境の向上ということで、就職、

転職、就学、結婚以外の理由で他市町村へ転出

している住民のうち、居住地選択で子育て環境、

教育を理由としている方の転出を抑制するとい

うことで、具体的には子育て支援医療給付事業、

私ども、ことしから中学３年までということで

すが、家庭教育支援事業、総合型地域スポーツ

クラブ事業、男女共同参画推進事業などでこれ

らを進めていくと。 

 最後に、定住促進施策の情報発信といたしま

して、多種多様なメディアを活用して定住地の

魅力やふるさと交流等を促進させる取り組みの

情報を広く発信、紹介するプロモーション活動

を展開する必要があると。これは魅力あるまち

ということで、やっぱり知名度を上げるという

ことも重要なことだと思ってます。具体的には、

「広報ながい」別冊タブロイド版の発行事業や

ふるさと交流定住促進事業、地域おこし協力隊、

東京事務所運営事業、長井シティプロモーショ

ン事業、コミュニティーＦＭ事業などを考えて

いるところです。 

 では、最後の３点目のご質問でございますが、

企業との連携が不可欠ではないかという点でご

ざいますが、これは私も大道寺議員と全く同じ

考え方であります。これは商工振興課長からも

答弁がございますが、第５次総合計画でお示し

しましたように、今後本市においても、生産年

齢と言われる15歳から64歳までの青年世代の人

口が減少していくことが想定されているわけで

す。2014年版ものづくり白書では、非製造業に

も影響の大きな製造業の若者就業者、34歳以下

の割合がここ10年ほどで30％以上から20％半ば

まで急激に落ち込んでいるとの結果が示されて

おりまして、生産年齢の減少は現実なものとな

っております。やがて働き手が減少し、企業活

動への影響も懸念されるところだというように

思います。そういう意味で、現在のいわゆる子

育て世帯の雇用問題は企業自身の将来にかかわ

る問題、課題であり、結婚、出産、育児等を経

て、特に女性が働き続けることのできる職場づ

くりが企業の将来性のバロメーターであるとさ

え言われております。また、技術や技能の継承

においては、65歳までの雇用延長も必要な方策

と位置づけられております。 

 市内企業の状況については国や県が行ってる

調査等により推測することができますが、西置

賜雇用対策協議会や商工会議所、その他の企業、

団体等との定期的な情報交換や研修会、さらに

は「ものづくり・商業・サービス革新事業」等

の国の支援制度に商工振興課がかかわっており

ますので、雇用環境等の把握につきましては引

き続き商工振興課に中心的な役割を果たさせて

まいりたいと思います。 

 実態については、商工振興課長から答弁いた

させます。私からは以上でございます。 

○小関勝助議長 遠藤健司副市長。 

○遠藤健司副市長 大道寺議員の婚活事業の課題

と今後の取り組みということについてご答弁を

申し上げます。 
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 まず婚活事業ですが、長井市の現状ですが、

昭和60年の20歳から39歳までの男女の人口が

8,393人でございました。これが平成22年には

5,668人ということで、2,725人減っています。

３割弱ほど減少というような地域の状況があり

ます。 

 一方、若い人の意識ですが、ＮＨＫの調査の

引用で恐縮ですが、1984年、ですから昭和59年

には、62％の若者が人は結婚するのが当たり前

だというふうに思ってたそうです。これが2008

年、平成20年には35％に減少しています。逆に、

必ずしも結婚する必要はないという若者が先ほ

ど申し上げました1984年には34％だったのが、

2008年には60％に増加していると。その後、東

日本大震災等々での意識の変化もあると思いま

すが、こういう社会の人口の構成の状況の変化

と意識の変化があります。 

 議員ご承知のように、婚活サポーター、皆さ

んにはお骨をいただいて紹介、お見合いを頑張

っていただいております。それが大きな柱の一

本で、もう一本が出会いの場の提供のためのイ

ベントを継続して活動をしてきておりますが、

結婚という成果を上げるところまでにはなかな

か至ってないというのが現状で、苦慮しており

ます。 

 長井市の婚活サポート委員会に結婚を希望す

る方が登録なさいます。これは現在58人いらっ

しゃいますが、男性が44名、女性が14名という

ように偏った状況になっています。ここは婚活

サポーターの皆さんも大変悩んでいらっしゃる

ところで、女性にぜひ登録をと言ってもなかな

か渋って登録していただけないというような状

況だそうであります。 

 この婚活サポーター16名いらっしゃいますが、

お見合いに向けた情報交換会は毎月１回、７割

から８割ぐらいの方が出席いただいて実施して

おります。登録者の皆さんとは登録者のご希望

の時間、場所等を聞いて面談もしております。

そういった日常的な取り組みをしております。

これだけでは長井市内だけの情報ですので、南

陽やら白鷹などの婚活の組織との情報交換、ま

た、県の組織の山形婚活応援団にもみずからの

情報をお持ちいただいて、情報交換に力を入れ

ていただいておるところでございます。 

 一方、イベントですが、今月は６月15日に、

ワールドカップということもあってフットサル

婚というのをケミコン山形の体育館でします。

あと７月の７日にはセカンドチャンス婚活、こ

れは一度結婚に失敗した方にもう一回めぐり会

いをというようなことでの事業を予定、年間で

６事業を予定してます。加えて、先ほど議員か

らもお話のあった２回ほどの企業間のパーティ

ーも準備をしていただくというふうになってお

ります。 

 これらイベントについては、特に商工会議所

の青年部会の皆さんに大変ご尽力いただいてお

ります。議員ご指摘の人口減少社会に歯どめを

かけるということは若い世代の問題であるとい

うような観点からも非常に心強く思っておりま

すし、市でも、また婚活サポート委員会でも連

携を強めていきたいというように思ってます。 

 また、今後、国が多分少子化対策の中で婚活

にかかわるさまざまな事業を取り組みを提案し

てくると思いますので、これについては長井市

としても積極的に取り入れていきたいというよ

うに思います。 

 あわせて、結婚を希望する皆さん、特に新た

に女性の登録者がいないのが現実的な課題でご

ざいますので、こういった皆様には今の情報化

時代に合わせた使い勝手とセキュリティーを確

保できるようなデータベースで結婚を希望する

男性を見ていただいて、自分との気持ちで合う

ところがあれば知り合いたい、会ってみたいと

いうような第一歩を踏み出せるような仕掛けも

考えていきたいということを婚活サポート委員

の中からも声が出ておりますので、市としても
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そこを後押ししていきたいなというふうに考え

ております。以上でございます。 

○小関勝助議長 加藤芳秀教育長。 

 なお、答弁者が多いですので、簡潔にお願い

します。 

○加藤芳秀教育長 大道寺 信議員のご質問にお

答えいたします。 

 文教施設整備等は、人口減少を念頭に検討す

べきについてお答えいたします。 

 教育委員会所管の体育施設及び文教施設につ

いては、それぞれの検討委員会を設置し、検討

してまいりました。その後、公共施設全般にわ

たる総合的な検討が求められ、庁内に公共施設

検討委員会が設置されております。その中では、

人口減少社会の到来などを踏まえ、公共施設全

体の延べ床面積の削減の方針なども出されてお

ります。体育施設に関しましては、置賜生涯学

習プラザの陸上競技場のほかは、あやめ公園施

設としての野球場、グラウンド、テニスコート

等の既存施設の改修が主なものですが、老朽化

した施設を安全で安心して利用いただくことを

基本に考えておりますし、できるだけ財政負担

の少ない方法を探りながら抜本的な改修工事等

で、また、なおかつランニングコストの削減に

つながるよう検討してまいりたいと考えており

ます。 

 文教施設検討委員会においては、今年度特に

重要となる市民文化会館について、ホールの規

模を含めた機能などの部分について検討を行っ

ていただく予定でございます。構想というんで

すかね、基本設計の前の、どういった機能を持

たせていくべきなのかといった、そういったこ

とについての検討をお願いしたいと考えており

ます。 

 議員ご指摘のように、今後の人口減少の動き

を視野に入れて規模などについて検討していく

ことが基本でありますが、一方では一定程度の

スポーツ大会の開催や高いレベルの文化事業を

鑑賞する機会を提供するには、ある程度の施設

規模を確保するという、そういう必要などもご

ざいます。いずれにいたしましても、市民の皆

さんと協議を重ねながら、将来に向けて望まし

い施設整備のあり方を検討してまいりたいとい

うふうに考えております。以上でございます。 

○小関勝助議長 梅津和士商工振興課長。 

○梅津和士商工振興課長 大道寺 信議員のご質

問にお答えしたいと思います。 

 私のほうの質問につきましては、（６）の中

で育児休業制度の実態、非正規社員の割合、65

歳までの雇用延長の実態などについて、わかる

範囲でというふうなことでございましたので回

答させていただきたいと思います。 

 厚生労働省の平成24年の雇用均等基本調査に

よりますと、１年間の調査期間内に在職してい

た本人または配偶者が出産した者のうち、女性

の育児休業取得率が、これは全国でございます

が、83.6％、同じく男性が1.89％という調査結

果が出ております。このうち有期雇用労働者、

いわゆる非正規労働者のうち雇用期間が定めら

れている者の取得率でございますが、同じく女

性が71.4％、男性が0.24％というようなことに

なっているようでございます。女性と男性の間

に大きな差があることや、有期雇用労働者の取

得率がやや下がっているという傾向が見えます。 

 一方、県内の動向でございますが、平成24年

度の山形県労働条件等実態調査でございますが、

この調査、同様の結果が出ておりまして、育児

休業の取得率でございますが、女性が83.3％、

男性が1.1％ということで、全国的にほぼ同様

の傾向にあるというふうに思われております。

続いて、非正規雇用者の状況でございますけど

も、これにつきましては、同じく平成24年の就

業構造基本調査で、山形県の状況についてご回

答申し上げます。県内の15歳以上の人口につき

ましては、100万4,000人ほど。そのうち働いて

いる人、有業者と言われる人ですけども、58万
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3,000人ほどで、そのうちさらに雇用者、いわ

ゆる自営とか役員などで使っている人を除く雇

用されている人の人数が45万8,000人というよ

うなことになっているようでございます。その

割合につきましては、非正規雇用者は男性が

21.8％、対しまして女性が50.7％と、半分が非

正規雇用者というふうになっているようでござ

います。 

 さらに、雇用延長の関係についてでございま

すが、これも同じく就業構造基本調査から見た

山形県の状況によりますと、60歳から64歳まで

の総数の中で年間30日以上仕事をしておられる

方、いわゆる有業者、仕事をしている方でござ

いますけども、男性が76.8％、女性が49.3％と

なっているようでございます。本市に限ったデ

ータでございますが、ハローワークや会議所で

は具体的数値の統計の整理は行っていないとい

うようなことでしたので、商工振興課独自で、

市内の数社ですが、企業に状況をお聞きしたと

ころですけども、県内の割合と同じような結果

であったと。なお、非正規の雇用につきまして

は、少し極端な例も見られたというような結果

でございます。以上でございます。 

○小関勝助議長 松木幸嗣福祉生活あんしん課長。 

○松木幸嗣福祉生活あんしん課長 大道寺議員の

ご質問にお答え申し上げたいと思います。 

 （５）の認知症に対する取り組みは早期発見

が重要じゃないかということで、ご質問の中で

気づきのポイントがいかに多くの市民に周知し

ていくのか、認知症になった人、疑われる人の

みでなく、誰しもが可能性があることを前提に

広く市民に周知をすることが必要じゃないかと

いうことについてであります。 

 大きくいいまして２つほどあるかなと思って

ます。第１には、これまでにも進めてきました

講演会等々を初めとする啓発広報活動というこ

とになろうかと思います。これまでの経過とい

たしましては、平成23年度に広く市民向けの講

演会を開催いたしまして、240名を超す人の参

加を見ました。また、昨年度は中央地区、致

芳・西根地区、そして平野・豊田・伊佐沢地区

の３地区に、３回にわたりまして実施しまして、

250名の参加をいただいてます。このような講

演会において、議員ご指摘の気づきのポイント

についてご説明させていただいております。具

体的には、同じことを言ったりする、同じこと

を聞いたりする、そのほか、だらしなくなった

とか時間、場所の感覚が不確実になったとか、

財布が盗まれた、怒りっぽくなった、夜中に急

に起き出して騒いだなど、相当細かく事例を挙

げて、家庭で気づくポイント、さらに医療機関

で気づくポイントについて講演をいただいてお

ります。これについては、引き続き今年度も同

様に考えておるところであります。 

 一方、介護認定において認知症の高齢者の数

は、平成25年４月１日現在で978名になってお

ります。また、介護予防実態調査ということで

過去３年間で行ってたんですが、介護認定を受

けてない65歳以上で認知予防の対象となった方、

いわゆる認知症の予備軍は、平成23年度で787

名というふうになっております。このようなこ

とから、気づくポイントにプラスして、認知症

の方に対する家族の基本的な姿勢ということ、

例えば同じ質問をしたときにはその都度答える

と、失敗はすぐ責めないと、問題は否定しない

と、できることは自分でしてもらうというよう

なことも含めて周知していきたいなというふう

に思っております。 

 ご指摘ありました、このたび計上いたしてお

ります認知症初期集中支援推進事業、これはご

案内のとおり、初期集中支援チームを設置する

ということと、啓発活動も含めて委託料とさせ

ていただいております。ご指摘の気づきのポイ

ントと、特にいわゆる認知症予備軍と言われる

軽度認知障害などの早期発見にかかわる事項に

ついても講演の中で触れていただくという予定
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をさせていただいております。また、広く市民

を対象にしていますが、実際はやっぱり高齢者

の方、その家族が主になっていらっしゃるとい

うことがあります。今年度は学校現場と連携い

たしまして、小・中学校にも情報の提供や講演

会の案内を行い、さらに多くの皆さんに認知症

の知識普及を努めていきたいというふうに思い

ます。 

 また、認知症のわかりやすさという点も大事

なのかなと思ってます。慈光園と当方の地域包

括支援センターにおいて、認知症の理解を深め

るために具体的な事例や現場での対処について、

ユーモアを交えながら職員による寸劇、短い簡

単な劇なんですが、これを行ってます。これが

大変好評ですので、ぜひ講演会とセットででき

るよう検討していきたいというふうに思ってま

す。 

 さらに、いわゆるミニデイなり地区公民館単

位においても、職員だけでなくてボランティア

の講師役である認知症キャラバンメイトの協力

を得まして啓発活動を行っていきたいと思いま

すし、当方の出版物等々においてもこういった

もの、特にことしは全戸配布を予定させていた

だいてます健康長寿ガイドブック、これ今進め

てますが、ぜひこの記事を織り込んでいきたい

なというふうに今検討させているところでござ

います。そういった改善を含めながら進めてい

きたいと思ってます。 

 大きな２番目としましては、個別の相談も充

実させていかなくてはならないんではないかな

と思ってます。広く多くの市民に周知していっ

ても、同時にやっぱり疑問を持つ人であるとか、

やっぱり勤めの関係で勤務時間などの都合で講

演会に来られないという方もいらっしゃいます。

この方に地域包括支援センターの職員による相

談もしてますし、新たな職員も配置して対応し

ています。また、認知症の人と家族、地域住民、

専門職の誰しもが集う、いわゆる認知症カフェ、

オレンジカフェという肩書もついてるようです

が、を設置する市内の地域密着型のサービス事

業所において、在宅の認知症の方や家族の方へ

の相談を委託していきたいというふうに思って

ます。個別に知識を得ていただいて、その周辺

に知識が広がっていけばというふうなことを思

いまして行っていきたいと思ってます。以上で

す。 

○小関勝助議長 種村正一子育て支援課長。 

○種村正一子育て支援課長 大道寺 信議員のご

質問にお答えいたします。 

 私のほうからは、４番目の子ども・子育て支

援新制度のメリット、課題は何かについてお答

えいたします。 

 初めに、利用する側にとってのメリットはど

のようになるかについてお答えいたします。 

 子ども・子育て新制度では、現在の認可保育

所や幼稚園のような大規模な施設のほかに、小

規模保育事業や居宅訪問型保育事業など多様な

地域型保育事業が創設されることから、保護者

の働き方や子育ての状況、子供の心身の状況に

合わせた教育・保育サービスの利用が可能にな

ります。一例を挙げますと、障害をお持ちで保

育園に通園できないようなお子さんについては

居宅訪問型保育事業ということで、ベビーシッ

ター的な保育事業についても公的な保育事業の

一つのメニューとなってきます。また、保育を

利用する場合は、市から保育の必要性の認定を

受けることになりますが、新制度では、両親が

就労している場合は同居している65歳未満の祖

父母の就労状況に関係なく利用できるようにな

ります。現在ですと、じいちゃん、ばあちゃん

が退職してうちにいらっしゃるというような場

合は保育に欠けないということで保育園利用で

きないわけですが、来年度からは利用できるよ

うになるということです。また、両親のどちら

かが64時間以上のパート就労の方や求職活動中

の方の子供につきましても、幼稚園の標準的教
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育時間と一時預かり合わせた利用のほかに、認

定こども園や保育所などの保育利用が可能にな

ってまいります。さらに、認可外保育所の認可

化の推進や地域型保育事業の創設により地域全

体の保育の質の向上と体制の拡充が図られ、あ

わせて事業への公的な財政支援により保育料の

負担軽減が図られますので、安心して利用でき

る教育・保育環境が整ってくると考えておりま

す。 

 ２点目の病児・病後児保育について、現時点

でどのように考えているかについてお答えいた

します。 

 昨年度末に、平成27年度からの子ども・子育

て支援事業計画策定のため、子ども・子育てに

関するニーズ調査を実施いたしましたが、病

児・病後児保育について、できれば利用したい

が34.6％、事業形態としては小児科に併設され

た保育施設が望ましいと回答された方が82.1％

と最も高くなっています。病児・病後児保育事

業につきましては、子ども・子育て支援新制度

において、市が地域の実情に応じ取り組むべき

事業に位置づけられておりますので、小児科医

を初めとする市内の医療機関の協力をいただき

ながら、保育園に通っている子供が病気になっ

たとき、仕事を休めない親が安心して預けるこ

とができる病児・病後児保育の事業の整備につ

いて、速やかに検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 ３点目の学童保育については、場所等の課題

も含めてどのように考えているかについてお答

えいたします。 

 児童数が減少傾向にある中で、学童クラブの

利用児童は10年前の３倍に、そして平成26年度

については小学１年生の約半数の児童が利用す

るまでにふえております。現在運営している施

設はそれぞれ手狭になっており、子ども・子育

て新制度におきましても、乳幼児の保育・教育

と同様に最も充実すべき施策と位置づけられて

おります。 

 ５月23日の新聞報道で、安倍首相は共働き家

庭の小学生を放課後に預かる放課後学童クラブ

の定員枠を５年間で30万人分拡充する方針を正

式に表明し、安倍政権の成長戦略の柱である女

性の活躍を具体化するため、６月に改定する成

長戦略に盛り込むとの記事がございました。本

市におきましても、小学校の余裕教室の活用、

学校敷地内もしくは近隣に専用施設を整備する

方向で早急に検討してまいります。また、福祉

施設や文教施設などとの併設による複合施設の

活用、地域の協力による身近な場所での放課後

の居場所づくりなどについても検討し、子供自

身が多様な活動の選択ができるよう努めてまい

ります。 

 今後の課題についてお答えいたします。 

 新制度において保育の必要性の認定制度が設

けられ、保育の利用要件の緩和、短時間保育サ

ービスの創設などから、潜在的な保育需要を見

越した保育・教育施設の整備が必要と考えてお

ります。また、保育所、幼稚園おのおのの新制

度への移行の状況を踏まえ、児童センターの運

営のあり方についても今後検討してまいりたい

と考えております。以上でございます。 

○小関勝助議長 ８番、大道寺 信議員。 

○８番 大道寺 信議員 それぞれお答えいただ

きました。ちょっと質問内容多かったようで時

間ほとんどありませんので、中には大変重要な

ところずっと入ってたんですけど、また機会別

にいろいろと、ご質問したいと思います。 

 基本的なことといいますか、考え方のところ

についてお聞きしたいわけですが、市長、さっ

き言いましたように創成会議の報告ってある程

度ショックなわけですが、人口が減っていくん

だというのは大体そういう流れになっています

から、わかっていたとはいえですよ、わかって

いたとはいえ、消滅都市なんて言われると本当

にびっくりするわけですけども、しかし、これ
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も何にもしなければそういうふうになっていく

のは間違いないという状況ですから、これはい

ずれ、日本全体の問題ですから国としてどう政

策打つかというのはいろいろと今言われてます

けれども、具体的にこれから出てくると思いま

すから、それにあわせて、我々自治体としてど

うするかというところがこれから大きな課題だ

と思います。 

 それと同時に、さっきの出生率のことでお伺

いしたんですが、市長ずっと言われたのは、人

口減少をどう歯どめかけるかということでの施

策をずっと言われましたのでね、じゃあ出生率

上げるためどうかというと、なかなかこれ難し

いんですけれども、例えば今言われているのは、

第３子以降については大胆に無料化しようじゃ

ないかとか、そういう国の税制の関係とかって

あるわけですが、いわゆる第５次総合計画で今

いろいろとやろうとしてる施策とあわせまして、

やっぱりここから先は人口が減ってくるという

前提でいろんな施策を考えていかなきゃいけな

い時代だと思いますので、それら含めて、これ

からそれにあわせていろんな施策をさらに検討

していくというふうに捉えて考えておられるの

かどうかですね。いろいろ言われましたけれど

も、しかし、時がたてば国の政策変わったりい

ろいろしますから、市としてはそれにあわせて

どんどんやれる手は打っていくんだという、こ

ういう姿勢かどうかということについてお聞き

をしたいと思います。 

○小関勝助議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 人口問題につきましては、私は

先ほど３期目に挑戦したいということを申し上

げたんですが、最初の８年前から数字的には出

てたわけですよね。特に４年前のときは、創成

会議では50年後、だから2060年ですか、2060年

のときに１億人まで回復したいと。でも想定で

は8,600万人なんですよね。ですから、そうい

ったことは数字でもう４年前にはっきり出てま

したし、ただ、今回ショッキングだと言ったの

は、若い女性が減るといったことがショッキン

グだったわけで、これは前々からわかってたわ

けです。ただし、やっぱりこれ少しでも出生率

を上げないと確実にああなるわけで、それが

2.07以上というふうに言ってますけども、これ

はそう簡単にはいかないだろうと。ですから、

なかなか難しいんでしょうけども、ただ20年、

30年のスパンで見ますと、ヨーロッパのフラン

スのようにね、急激に回復することだって可能

なわけです。そうした場合に、大道寺議員おっ

しゃるようにやっぱり子育て支援の部分でね、

もう保育料全く無料、あるいは子供のいわゆる

健康保険とか全部無料とかね、これは当然なん

ですよね。しかし、その辺のバランスのところ

が、日本の場合は高齢化社会なもんですから高

齢者福祉のほうに重点が置かれてて、子供のほ

うにお金が振り向けられないんですよね。です

から、そこんところは残念ながら我々市町村の

レベルの話ではないですね、これは国のレベル

です。 

 あと、私どもの地方自治体として期待するの

は、やっぱり働くところがないと幾ら背伸びし

てもね、どんどん若い人たちは定着できなくて

出ていくわけですから、その部分をどうするか

というのは、これも国の政策が大きいと思って

ます。ただ、我々はできる範囲でやっていこう

ということですから、多分大道寺議員と同じで

す。 

 ただし、公共施設についてもね、減るんだか

らじゃあなくせるかというところが非常に難し

い。これは実際公民館とか何か行ってください、

罵声を浴びせられますから。私はある地区行っ

て、もうこの公民館は10年たったら取り壊す可

能性が高いと言ったら、女性団体からわあわあ

言われましたよ。ですから、そう簡単にはいか

ないんですよ。そこのところをやっぱりどうい

うふうにして、我々は市民と、何というんでし
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ょうかね、将来に向かって同じ方向を向いてい

くかと、そのために今何をしていくかと、ここ

は我慢しましょう、これはじゃあみんなでつく

っていきましょうと、そういうことが必要なん

じゃないかなと思ってます。 

○小関勝助議長 ８番、大道寺 信議員。 

○８番 大道寺 信議員 ２分切ったら後、質問

できないことになってますので、私の一応考え

方だけ申し上げて質問終わりたいと思いますが、

市長おっしゃったとおりですね。それは国のこ

れの政策って本当にやってもらわなきゃあ何と

もしようがないことなんですけども、しかし、

一方では地方でやることはきちっと地方でもや

っていかなきゃいけないというのが考え方だと

思います。 

 例えば出生率上げるために、特に今、国際的

にというか、世界で注目得てるのは、フランス

みたいに、きのうみなし寡婦の話ありましたけ

ども、いわゆるシングルマザーでもちゃんと全

部子育てできるような支援がちゃんとやるんだ

といったら出生率上がったという例もあるわけ

ですから、それはまさに国の政策だと思います

ね。ただ一方では、やっぱり我々地域としては

子供をここで産んでもらいたいということはも

ちろんなわけですから、そこに対してあらゆる

政策をきちっと打っていくと。これがこれから

のやっぱり人口減少社会でやらなきゃいけない

ことだと思いますので、ある意味ではそこに集

中して、これからはやっぱりきちっと考えてい

かなきゃいけない時代ではないかというふうに

思いまして、いろいろ質問させていただきまし

た。 

 ぜひ、ありましたようないろんなものについ

て、これから鋭意努力していただきますように

お願いしまして、質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

 

 

   散     会 

 

 

○小関勝助議長 本日は、これをもって散会いた

します。 

 再開は、明日午前10時といたします。ご協力

ありがとうございました。 

 

 

    午後 ２時４４分 散会 




